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名古屋経済大学教授・佐藤敏昭氏は、早稲田大学学位規則第７条１項にもとづ
き、2010年１月25日、その著書『監査役監査の形成と展望-大規模公開会社にお
ける監査役監査の課題-』を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法
学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、
この論文を審査したが、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。
I 本論文の構成と内容（省略）
II 本論文への評価
⑴ まず、監査報告書のあり方について、筆者は実務的視点からかなり詳細な分
析を試みている。そして監査役・監査役会による監査報告書の役割として、次の
点を強調する。
すなわち、「任意情報として利害関係者が関心をもつアイテム（監査報告書上も
開示することによって安心感を与えるもの、たとえば金融商品取引法上のアイテム、あ
るいは無償の利益供与、非通例的取引などの記載）については積極的に記載してい
く姿勢が望まれる」。企業活動の情報がことに必要とされる現代において、監査
報告書が「法定枠内での情報提供にとどまらず、任意情報の開示を積極的にして
いこうとする姿勢に変化すべき」と主張するのである。監査報告を会社法の枠内
で閉塞的に見るべきではなく、たとえば金融商品取引法の開示の補足ないし拡充
手段として位置づけようとする立場である。会社法開示書類と有価証券報告書の
公表時期にタイムラグがあることを意識すれば、監査報告書は投資家にきめ細か
な情報提供を行うにはうってつけの制度といえる。一見したところ、「金融商品
取引法上の財務報告の内部統制の整備はこれまで適正に行われてきている」、あ
るいは「財務報告の内部統制の整備に対する公認会計士の監査はこれまで適正に
実施されてきている」という監査報告は、それだけを読むと極めて形骸的なそれ
に終始しているように見える。しかし、筆者の主張するような補足的開示として
の役割を加味すると、こうした表現の監査報告さえ、とくに大規模な公開会社に
おいては投資家にとって金融商品取引法レベルの「安心感」を提供することにな
るであろう。もちろん、より積極的な任意情報の開示が投資家の満足度をアップ
することは想像に難くない。監査報告が、「実際に行った監査の足跡をなるべき
具体的に記載する」、あるいは「監査証明を行ったプロセスがより具体的で、監
査計画に掲げる重点監査事項が示され、かつ根拠性を具備した内容と」されるも
のであれば、それだけ投資家をはじめとする利害関係者が切実にこの監査報告に
239
依拠した行動をとることになろう。そして同時に、この種の「監査報告」は、監
査役自身がそうした情報の提供者として重い責任を自覚することにも役立つ。
とくに公開会社を念頭に置いた場合、こうした役割は、監査役を資本市場法的
に見て重要なプレーヤーに昇格させる。理念的には監査役の役割の大きな変化で
あるにもかかわらず、それは監査報告書をどのように利用するかという実際的な
切り込み口から提案されている。この点に、筆者の着実な研究手法をうかがうこ
とができ、その帰結にもまた十分な説得力を見いだすことができる。
筆者はこの点を敷衍し、会社法と金融商品取引法における開示・監査の調整問
題に触れ、結論的には「公開株式会社法」の調整案に賛成する。つまり筆者は、
上に見た本論文での検討が会社法の大きな潮流に流れ込むことを大いに意識して
いるのである。この点でも本論文の研究・分析の理論的価値は大きいものである
と言えよう。
⑵ 次に、以上とは対照的に大規模な公開会社ではない会社、すなわちいわゆる
「中小会社」について監査機構はどうあるべきか。筆者はこの点についてかねて
より綿密な分析を試みてきた（「中小規模閉鎖会社における簡易監査制度の再検討」
名古屋経済大学経営学部『名古屋経済大学経営学部開設記念論集』所収（2003年）、会
社法制の現代化要項試案と中小規模会社の監査」税経通信2004年４月号、「会社法会計
規制と中小会社への適用」大江晋也編『会社法と中小会社の会計』（2006年）等）。その
集大成が本論文で示されているところである。
筆者の試論は極めて明快である。資本規模において、①１千万円以下、②１千
万円超～５千万円以下、③５千万円超～１億円以下、④１億円超～３億円以下、
⑤３億円超～５億円未満を縦軸に、さらに従業員数において、a 21人～50人、b
51人～100人、c 101人～300人、d 301人以上を横軸に、合計20区分に中小会社
（「非公開会社で会計監査人を置かない会社」）を区分けする。そして⑤ dおよび⑤ c
型では、会計参与プラス監査役、⑤ b型では、グループ会社であれば監査役の
み、独立した会社であれば会計参与のみ、⑤ a型では、グループ会社でも監査
役のみ、④ dおよび④ c型では（⑤ d⑤ c型よりスケールダウンするものの）会計
参与プラス監査役、④ bおよび④ a型では、監査役のみ、③ dおよび③ c型で
は、会計参与のみ、③ bおよび③ a型では監査役のみ、② dおよび② c型では、
会計参与のみが望ましいが監査役でもよい、② bおよび② a型では、会計監査
権限のみを有する監査役、① dおよび① c型では（実際にこのような歪な会社が存
在するかどうか不明だが）監査役のみ、① b型では会計監査権限のみを有する監
査役、そして① a型では監査機構は不要（任意に会計監査権限のみの監査役を置く
ことも考えられる）という指針を示す。
現行会社法は、株式会社の機関設計を大幅に自由化した。まさにその点にこ
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そ、従来の商法にはなかった会社法の最大の特徴がある。しかし、その反面、機
関設計の選択肢の多さゆえに、どのような機関設計を採用するかに迷う企業が極
めて多いのも事実である。とくに会計参与という旧商法には存在しなかったある
意味で「中小会社用」の機関が導入されたため、中小会社での機関選択の混迷は
さらに増幅されたといってよい。そのような中、筆者は、一定のガイドラインを
提示したのである。しかもそれは、筆者のこれまでの着実な実態分析に裏付けら
れた信頼性の高いものである。同時に、上記区分は「資金調達が個人保証から計
算の適正性を根拠としたものに変化していく過程」という基軸に沿ったものでも
あり、理論的にも説得力を持つ。本論文のこの提言は、理論と実務の融合という
本論文の本来的役割を端的に果たす一例であろう。
⑶ もっとも、本論文への評価は、必ずしも積極的なものにとどまるわけではない。
第一に、第４章ではドイツ・フランスの制度内容・歴史に深く触れているにも
かかわらず、その部分について十分な資料が注記されていないなど、参照文献に
偏りがみられ網羅的でもない。比較法的研究は、わが国の監査役制度のあり方を
検討するにあたり、前述のとおり一つの大きな基軸となる。そのことからして
も、諸外国の制度を扱う以上、今後はより精緻な研究が必要となる。
第二に、総花的に様々なテーマを扱うあまり、本論文の表題が「形成と展望」
となっているにもかかわらず、「展望」についていささかもの足りない感を否め
ない。豊富な実務経験と同時にこの分野における十分な知見を有する筆者には、
監査の諸問題についてのより積極的な意見表明が望まれるところである。
⑷ 以上のような問題点が指摘できるものの、本論文は、筆者の実務経験と正確
な理論分析に裏付けられた、高いレベルの研究成果としてこれを評価することが
できる。これがわが国における監査役制度の今後の研究に十分貢献することに疑
いはない。敢えて上で問題点を指摘したのは、むしろ筆者の今後の研究への期待
をあらわすものであり、これにより本論文の評価がいささかも損なわれるもので
はない。
III 結論
以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が博士（法学・早稲田
大学）の学位を受けるに値するものと認める。
2011年２月14日
審査員
主査 早稲田大学教授 博士（法学）（早稲田大学） 上 村 達 男
早稲田大学名誉教授 法学博士（早稲田大学） 奥 島 孝 康
早稲田大学教授 尾 崎 安 央
早稲田大学教授 大 塚 英 明
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